48事件　速中性子線による実験的治療

東京高裁平成6年1月24日判決(判例タイムズ873号204頁)

【事実の概要】

・原告Xは、昭和55年4月に東京大学医学部附属病院 (以下「本院」という。) で右頸部のリンパ節膨張についてA医師により悪性腫瘍と診断され、同月から同6月にかけて東京大学医科学研究所附属病院 (以下「医科研」という。) においてC医師により右頸部に対する速中性子線照射を受けたところ、右照射の後遺症によって放射性脊髄炎となり身体障害者福祉法別表掲記の一級相当の後遺障害が残ったことについて、右障害の結果は本院及び医科研の医師らの過失に基づくものであり、右医師らの使用者である被告には不法行為に基づく責任があるとして損害賠償を請求した。
【速中性子線治療について】

・当時、速中性子線治療は試行的に使用されてきたにすぎなかった。本件でもあくまでトライアルであるとされ、患者Xは費用を負担しなくてよいことになっていた。
・速中性子線治療の原理…速中性子線が細胞内の原子に衝突して細胞に損傷を与える。

→速中性子線が悪性腫瘍に対して治療効果があるのと、正常組織に損傷を及ぼすのは原理的に同じ。

→後遺症の危険を伴う治療法と評価されていた。

【治療の流れ】

4月21日　初診。A医師、触診により悪性腫瘍の疑いを抱く。→即日、放射線治療を医科研のB医師及びC医師に依頼。(4月28日に生検を実施することもこの時点で予定。)

4月25日　速中性子線治療開始。

4月28日　生検実施。(この時点で速中性子線の照射は2回。全12回予定。)

5月2日　生検の結果、悪性腫瘍でないことが判明。

5月8日　A医師が生検の結果を知る。

5月26日　C医師が生検の結果をA医師に問い合わせる。(この間、照射は継続。)
6月9日　速中性子線治療終了。

【争点】

(1)　本件腫瘍を悪性腫瘍と誤診したことについてA医師に過失はあるか。

(2)　速中性子線治療の選択・施行についてA医師及びC医師に過失はあるか。

(3)　本件腫瘍が生検によって悪性腫瘍でないと判明した後も同治療を継続したことについて過失はあるか。
【判旨】控訴棄却(確定)。
争点(1)について。

一審　A医師の過失を否定。

→臨床診断の上では、まず最悪のものとして悪性腫瘍を疑って精査することが必要。

とりあえず初期の診断として一応悪性腫瘍を疑ったA医師の判断をもって過失があるということはできない。

二審もこれを引用。

争点(2)について。

一審　A医師及びC医師は注意義務違反有り。

二審　A医師及びC医師に注意義務違反があったとするのは困難。

・A医師とC医師の注意義務の内容は？

A医師→臨床所見によって悪性腫瘍の疑いをもった場合に、真に悪性腫瘍であるかどうかを解明し、その結果に基づき適切な治療を実施する注意義務。

C医師→主治医であるA医師との間で、当該疾患が悪性腫瘍であるか、その疑いがどの程度確実なものであるか、その治療に放射線治療が適しているか、どのような放射線を照射するのがよいか等、十分に協議をして、不必要な放射線照射をしないように可能な限り配慮する注意義務。

・医師らに注意義務違反があったか否かを判断する基準は？

悪性腫瘍という診断の確実性、放射線治療の有効性及び放射線治療のもたらす危険性を比較衡量する。
・一審で注意義務違反を認めた根拠は？
診断が不確実で、かつ緊急性に乏しい。

放射線治療を行うにあたってのA医師・C医師間の意見交換不足。

・二審で注意義務違反を否定した根拠は？
生検の結果が出るまでの間に限っていえば、放射線照射はそれほど長期に及ばず、危険性もまだ重大ではない。
早期治療の要請。

争点(3)について。
一審・二審ともに、A医師とC医師の過失を認める。

・A医師の過失は？
生検の結果を重視しなかった。

悪性でないという生検の結果が出た5月2日の時点で照射を止めれば正常組織に損傷を及ぼす危険性は少なくて済んだ。
生検の結果を考慮するという前提で速中性子線治療を開始したのに、次回の診察日まで、生検の結果を確認しなかった。
・C医師の過失は？
4月28日に生検を実施する予定であることを知らされていながら、5月26日に問い合わせてその結果を知らされるまで約1ヶ月の間、漫然と照射を継続し、10回の照射を行った。

【感想】
・争点(2)について、一審を覆し、医師の注意義務違反を認めないのは疑問に思いました。また、確かに医師の側からすれば早期治療の必要性から放射線治療を実施するのが適切と判断したのかもしれませんが、患者は放射線治療の危険性・必要性を十分に納得できなかった可能性もあると思います。
・判旨ではほぼ触れられていませんでしたが、速中性子線治療は実験的治療として実施されており、医学の発展の観点からも重要な治療であったうえに、患者の費用負担がなかったこともあって、二審では医師にやや甘い判断を下したのではないか、と思います。

・争点(3)について医師の過失を認めたのは妥当であるように思いました。
・本判決は、医療の現場で、異なる診療科にわたって治療がなされるとき、各診療科での協議を欠かしてはならない、という指針を打ち出したものとして評価できると思います。
